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行政経営計画について

平成27年12月22日 行政経営諮問会議
第５回審議会

総務部 政策法務課
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１ 行政経営計画の進行管理

 都市の将来像である「市民協働で築く『未来へかがやく創
造都市・浜松』」の実現に向け、市民をはじめ多様な主体
と連携を図るとともに、経営資源を最大限に活用し、本市
の発展に資する施策に重点的に取り組むことを目的として
策定し、半期（６か月）ごとに進捗状況や取組内容につい
て進行管理

 平成27年度から平成30年度の４年間を計画期間とし、計
画に掲げる最終目標の達成を目指す
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２ 上半期の進捗状況について

 取組事項28件における上半期の進捗状況は、年度目標
の達成に向け、概ね予定どおり進んでいる。

 可能な範囲で現在の実績（数値）を示し、定量的な判断により進捗状況
を確認

 指標（数値）による評価が困難な場合は、上半期に実施した取組や実施
状況を踏まえた定性的な判断により、進捗状況を確認

区分 取組事項数

１ 効率的・効果的な組織体制の整備 ２

２ 行財政基盤の強化 ６

３ ファシリティマネジメントの推進 ２

４ 市民協働・官民連携の推進 １４

５ 事務事業の見直し ４

計 ２８
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３ 主な取り組み【取組番号1001】

取組番号 1001

取組事項 行政区の再編に向けた検討

実施課 企画課

目的及び
取組内容

持続可能な市民サービスの提供体制を構築するため、行財政改革の必
要性などの情報を積極的に市民の皆様に発信し、全市的な議論を行う
ことができるよう市民意識の醸成を図る。

区分 指標名 Ｈ27年度
上半期
進捗

進捗状況
・成果

下半期への展開

成果
指標

進捗
状況

計画 25％
工程表作成

―

行政サービス
のあり方など
について、市
議会と議論を
重ねている。

･ 市議会との議論
を深め、工程表を
作成する。
・ 市民に必要な情
報を積極的に提
供する。

実績 ―
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３ 主な取り組み【取組番号1002】

取組番号 1002

取組事項 総人件費の削減

実施課 人事課

目的及び
取組内容

効果的な行政運営を実現するため、組織や定員の適正化及び
職員の時間外勤務の縮減に取り組み、総人件費を削減する
（H32年度においてH25年度(56,644百万円)対比10％減）。
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３ 主な取り組み【取組番号1002】

区分 指標名 Ｈ27年度
上半期
進捗

進捗状況
・成果

下半期への展開

成果
指標

総人件費
※H28以降
は次期計画
策定時に掲
載

計画
55,709
百万円

―

・平成27年4月1日に
50人の定数を削減し
た。
・職員配置及び組織
編制について、部局
長・区長等とのヒアリ
ング及び調整を実施
した。
・平成27年4月1日に
退職手当支給率の
引下げ（定年退職で
の最高支給率：
52.44月分→49.59月
分）を行った。
・時間外勤務縮減の
指導啓発を行うとと
もに、時間外勤務の
多い所属（8課）をヒ
アリングし、助言・指
導を行った。

・年度内に定員適正
化計画を完成させる。
・定数条例を2月議会
に提案する。
・完成した定員適正
化計画を基に総人件
費、職員定数、時間
外勤務における各年
度の目標値を設定す
る。
・時間外勤務の多い
所属に対しては、積
極的に関与し、助言・
指導を行っていく。

実績 ―

行動
指標
Ⅰ

職員定数
【単位：人】
※次期計画
策定時に掲
載

計画 Ｈ27策定

実績 策定中

行動
指標
Ⅱ

時間外勤務
【単位：時
間】※次期
計画策定時
に掲載

計画 Ｈ27策定

実績 策定中
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３ 主な取り組み【取組番号2001】

取組番号 2001

取組事項 市民一人あたり市債残高の削減

実施課 財政課

目的及び
取組内容

中長期的な視点から規律ある財政運営を行い、不測の事態が生じても
住民サービスを安定的かつ継続的に提供できる強固な財政基盤を構築
するため、一人あたり市債残高を削減する。

区分 指標名 Ｈ27年度
上半期
進捗

進捗状況
・成果

下半期への展開

成果
指標

市民一人
あたり市
債残高

計画
602
千円
（※）

―

目標値の達成
に向け、プライ
マリーバラン
スを考慮した
財政運営を実
施した。

引き続き、目標値
の達成に向け、規
律ある財政運営
に取り組む。

実績 ―

※参考‥総市債残高（4,862億円）
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３ 主な取り組み【取組番号3001】

取組番号 3001

取組事項 公有財産の適正な管理と総量縮減

実施課 アセットマネジメント推進課

目的及び
取組内容

持続可能な行財政運営を実現するため公共施設等総合管理計画（平成
27年度策定予定）に基づき公有財産の最適化を図る。

区分 指標名 Ｈ27年度
上半期
進捗

進捗状況
・成果

下半期への展開

成果
指標

指標は検
討中。
（※）

計画 7.5千㎡

―

廃止等の検討をし
ている施設につい
ては、利用者や地
域等との調整を実
施中。

・利用者や地域等との
話し合いを継続し、着
実にマネジメントサイク
ルを実行していく。
・施設廃止には通常、
条例等の手続きを伴う
ため、年度末での達成
を見込んでいる。

実績
0.4千㎡
(H27.9月末
時点)

※計画策定後、計画値は別途設定。
※H27の指標は、H25.3公表の将来推計人口の減少率（全年齢）と同程度のハコモノ資産の延床面積縮減を目
安に設定。
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３ 主な取り組み【取組番号4001】

取組番号 4001

取組事項 外郭団体の経営健全化

実施課 政策法務課

目的及び
取組内容

浜松市外郭団体（※）の経営健全化に向けた取り組みを支援する。

※ 浜松市外郭団体

「（公財）浜松国際交流協会、（公財）浜松市文化振興財団、（公財）浜松市体育協
会、（福）浜松市社会福祉協議会、（公社）浜松市シルバー人材センター、（福）浜松
市社会福祉事業団、（公財）浜松市医療公社、（一財）浜松市清掃公社、（公財）浜
松地域イノベーション推進機構、（公財）浜松観光コンベンションビューロー、（公財）
浜松市勤労福祉協会、（公財）浜松市花みどり振興財団、（一財）浜松まちづくり公
社、（株）なゆた浜北」の１４団体
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３ 主な取り組み【取組番号4001】

区分 指標名 Ｈ27年度
上半期
進捗

進捗状況
・成果

下半期への展開

成果
指標
Ⅰ

市に対しコ
ミットした
取り組み
を達成して
いる外郭
団体

計画 14団体

―

浜松市が外郭
団体に求める事
業等の目標等
に対して、数値
把握できるもの
については、年
間の目標に向け
て着実に推移し
ていると判断し
ている。
また、経営改革
の必要性が生じ
ている法人につ
いても、順調に
取り組んでいる。

コミットメントの進捗
状況を踏まえて、遅
延している内容等が
あれば改善していく。
また、経営改革の必
要性が生じている団
体や希望のある外
郭団体からの求め
に応じて、11月・12
月に個別ヒアリング
を実施し、上半期の
進捗状況の把握や
現状の問題点等の
聞き取りを行うととも
に、新たに健全経営
に支障が生じている
団体がないかどうか
注視していく。

実績 ―

成果
指標
Ⅱ

経常収支
が黒字の
外郭団体

計画 12団体

実績 ―
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４ 年度末に向けた進行管理について

上半期において概ね予定どおり進んでいることか
ら、年度末に向け継続して取り組みを進めるとと
もに、着実に年度目標を計画どおり達成できるよ
う、政策法務課経営推進担当が各取り組みの担
当課と連携して進行管理を実施する。

年度末評価では、すべての取り組みの成果及び
行動指標の数値が確定することから、それぞれの
指標の実績値を基に、定量的な評価と次年度に
向けた見直しを実施、更なる行財政改革の推進を
図る。
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【参考】 今後の進行管理のスケジュール
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平成27年度上半期
評価から年度末評価、
次年度計画策定、公
表までのスケジュー
ルは、左表のとおり。


